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9/5の台風および竜巻により、静岡県内各地で甚大な被害が発生いたしまし
た。 被災された皆様には、心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い
復旧と平穏な日常が戻りますことをお祈り申し上げます。
台風15号は9月3日に南大東島の南東海上で発生し、4日に高知県宿毛市、5日に和歌山県北部に上陸。
その後、東日本の太平洋側を東進しました。記録的な大雨と線状降水帯 静岡県、神奈川県、宮崎県などで
線状降水帯が発生。静岡県菊川市では1時間に120mm以上、宮崎県都農町では24時間で465.5mm
の雨が観測されました。9月5日、牧之原市から吉田町にかけて竜巻が発生。推定風速は最大75m/sで、
JEFスケールで最大級の「3」に分類されました。住宅被害は1000棟以上、負傷者は74人にのぼります。
静岡空港の駐車場の映像をご覧になった方も多いと思います。多くの車が水没していました。この件につ
いて静岡空港のＨＰでは以下のように発表しています。

静岡空港Ｐ５駐車場の一部の冠水について
この度は、当空港のＰ５駐車場の一部冠水により、お客様の車両に損害が発生しましたこと、心よりお見舞い

申し上げます。
今回の冠水は、台風15号による想定を上回る降水量によるものでしたが、駐車場管理者として事態を重く受け

止めております。
なお、天災地変や不可抗力による損害については、免責事項となっておりますので誠に恐縮ながら、当空港か

らの補償は致しかねます。
何卒、お客様ご自身でご加入の車両保険にご連絡いただき、対応についてご相談くださいますようお願い申し

上げます。

記録的短時間大雨
三重県では、9月12日から13日にかけて、記録的な大雨が発生しました。南東からの湿った空気が流
れ込み、伊勢湾付近で局地的な前線が発生。これにより三重県北部で猛烈な雨が降りました。津気象台に
よると、四日市市では12日午後10時14分までの1時間降水量が123.5ミリで、統計が始まった1966
年以降で最多を記録しました。国土交通省三重河川国道事務所によると、四日市市中心部の大型地下駐
車場「くすの木パーキング」には大量の水が流れ込み、地下2階が水没、地下1階は約1・2メートル浸水し、
274台の車が被害に遭いました。このニュースを報道した毎日新聞の記事の一部を紹介します。

多数の車両が水没したくすの木パーキングでの浸水被害。完全に水没した車は修理できず全損になるケースが多
いとみられるが、保険金の支払いや補償はどうなるのだろうか。大手損保の関係者によると、台風など大雨被害
で全損となった場合、車両保険に入っていれば設定の上限の保険金が下りる。最近は登録から一定期間以内の比
較的新しい車なら、新車購入時の費用を受け取れる特約もある。ただ、津波による被害は車両保険の補償対象外
で、特約がない限り保険金は出ない。一方、駐車場側は約款で、地震や火災、水害など不可抗力による損害につ
いて免責される、とうたうのが一般的。くすの木パーキングの運営会社も「そういう約款になっている」として
いる。ただ、約款に書いてあれば何があっても事業者の責任は問われないというわけではないようだ。予見可能
性に照らして最低限の備えをしていたかどうかもポイントになるとされ、場合によっては訴訟などに発展する可
能性もあるとみられる。

旅行から…、買い物から…駐車場に戻ってきて、水没している愛車を見た時の衝撃はいかほどのものか
と。怒りや悲しみ、いろいろな思いのうえに、さらに一気にいろいろな面倒が降り掛かってきて、しばらく
は大変なことになると思います。せめて車両保険に入っていれば助かるかと思いますが、入っていない方
も相当数いると思われます。残価設定などのローンが残っていないことを祈るばかりです。自賠責保険で
補償されるのか？という報道が目立っていて、私としては「？」と感じていたのですが、一般のお客様に
とっては「何の保険で何が補償されているのか？」が不明瞭な方も多くいらっしゃると思います。もしお時
間がありましたら自動車保険の補償内容お車の補償 のページで 「車両保険」の個所をご参照ください。

他にも心配なことやよく解らないことなどござましたら、ぜひお気軽にお声掛けください。（浅井）



10 2025（令和7年）

国　税／�9月分源泉所得税の納付� 10月10日
国　税／�特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

� 10月15日
国　税／�8月決算法人の確定申告�

� （法人税・消費税等） 10月31日
国　税／�2月決算法人の中間申告� 10月31日
国　税／�11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 10月31日
地方税／�個人住民税第3期分の納付�

� 市区町村の条例で定める日
労　務／�労働者死傷病報告（7月〜9月分）�10月31日
労　務／�労災の年金受給者の定期報告
� （7月〜12月生まれ） 10月31日
労　務／�労働保険料第2期分の納付� 10月31日
� （労働保険事務組合委託の場合は11月14日）

　ペポル（Peppol）とは、インボイスなどの電
子文書をネットワーク上でやり取りするため
の国際標準規格です。ペポルインボイスに対
応した会計ソフト等を利用する場合、取引先
の会計ソフト等がペポルの規格に対応してい
れば、異なるシステム間でもインボイスの送
受信や自動処理を行うことができます。

ワンポイント ペポルインボイス

10 月 の 税 務 と 労 務10月（神無月）OCTOBER

13日・スポーツの日
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10 月号─2

に
つ
い
て
は
改
良
を
重
ね
な
が
ら

軌
道
修
正
を
し
て
い
く
の
も
、
進

め
方
の
一
つ
で
す
。

　
　
あ
ら
か
じ
め
定
量
目
標
（
残
業

削
減
、
満
足
度
向
上
な
ど
）
を
設

定
し
、
進
捗
管
理
を
行
う
と
、
次

の
⑤
で
触
れ
る
効
果
検
証
・
見
直

し
を
進
め
や
す
く
な
り
ま
す
。

⑤
　
効
果
検
証
・
見
直
し

　
　
施
策
実
行
後
は
月
次
で
効
果
を

検
証
し
、
残
業
時
間
・
生
産
性
・

満
足
度
な
ど
の
指
標
を
用
い
て
評

価
し
ま
す
。
好
事
例
は
社
内
で
共

有
し
、
さ
ら
に
改
善
が
必
要
な
部

分
は
追
加
施
策
を
検
討
し
、
継
続

的
に
改
善
を
図
り
ま
す
。

三

　助
成
金
の
活
用

　
厚
生
労
働
省
や
各
都
道
府
県
に
お

い
て
、
働
き
方
改
革
と
関
連
し
た
助

成
金
・
奨
励
金
等
が
設
け
ら
れ
て
い

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
例
え
ば
、
厚
生
労
働
省
に
お
い
て

は
「
働
き
方
改
革
推
進
支
援
助
成

金
」
と
し
て
い
く
つ
か
の
コ
ー
ス
が

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。「
労
働
時
間

短
縮
・
年
休
促
進
支
援
コ
ー
ス
」
は
、

生
産
性
を
向
上
さ
せ
、
時
間
外
労
働

の
削
減
、
年
次
有
給
休
暇
や
特
別
休

暇
の
促
進
に
向
け
た
環
境
整
備
に
取

り
組
む
中
小
企
業
事
業

主
を
支
援
す
る
も
の
で

す
。
要
件
や
支
給
額
は

【
下
表
】を
ご
参
照
く
だ

さ
い
。

◆
　
　
◆
　
　
◆

　
今
回
は
、
助
成
金
活

用
の
一
例
と
し
て
「
働

き
方
改
革
推
進
支
援
助

成
金
（
労
働
時
間
短

縮
・
年
休
促
進
支
援

コ
ー
ス
）」
を
取
り
上
げ

ま
し
た
が
、
働
き
方
改

革
と
関
連
し
た
助
成
金

に
は
他
の
コ
ー
ス
も
設

け
ら
れ
て
い
ま
す
。「
働

き
方
改
革
　
助
成
金
」、

「
雇
用
関
係
助
成
金
検

索
ツ
ー
ル
」な
ど
の
キ
ー

ワ
ー
ド
で
検
索
し
、
自

社
の
施
策
に
あ
っ
た
も

の
を
見
つ
け
て
い
く
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

※

　助
成
金
制
度
の
新

設
・
変
更
・
廃
止
は

随
時
行
わ
れ
る
こ
と

が
あ
る
た
め
、
活
用

の
際
は
事
前
に
受
付

期
間
・
要
件
な
ど
を

ご
確
認
く
だ
さ
い
。

【表】労働時間短縮・年休促進支援コースの要件や支給額等
項　目 要件・支給額等

①対象事業主
◎　労働者災害補償保険の適用を受ける中小企業事業主であること。
◎�　年5日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を整備していること。
◎�　交付申請時点で、一定の「成果目標」（下表③参照）の設定に向けた条件を満たし
ていること。

②�助成対象と
なる取組�
（いずれか�
1つ以上を
実施）

◎　労務管理担当者に対する研修
◎　労働者に対する研修、周知・啓発
◎　外部専門家によるコンサルティング
◎　就業規則・労使協定等の作成・変更
◎　人材確保に向けた取組
◎　労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計の導入・更新
◎　労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新

③成果目標

　以下の「成果目標」から1つ以上を選択の上、達成を目指して取組を実施する必要
があります。
◎　月60時間を超える36協定の時間外・休日労働時間数の縮減等
◎　年次有給休暇の計画的付与制度の新規導入
◎�　時間単位の年次有給休暇制度と、助成金の交付要綱で規定する特別休暇を1つ以
上新規導入

④�助成上限額
と助成額

　「③成果目標」の達成状況に応じて「②助成対象となる取組」の実施に要した経費の
一部を助成します。助成額は、成果目標に応じ25万円から150万円を上限とする助
成金のほか、「賃金の引上げ」に応じた加算額も設けられています（引上げ人数や引上
げ率により金額は異なります）。

⑤注意点
　令和7年度は、11月28日が交付申請の締切とされ、交付決定後、提出した計画に
沿って取組を実施します（事業実施は、令和8年1月30日まで）。
※�　助成金は、国の予算額に制約され、公開されている締切日前に締切とされる場合
があることにもご注意ください。

⑥�不正受給に
関して

　近年は不正受給対応の厳格化が行われています。支給申請書に虚偽の記載をしたり、
偽りの証明を行うことは、不正受給に該当し、不正受給の場合は受給額等の返還や、
不正受給日から5年間、雇用関係助成金（不正受給を行った以外の助成金を含む）は不
支給とされます。
　助成金活用の際は、自社の取組と合っているものなのかを十分に検討しながら活用
していくとよいでしょう。

　
一
般
に
、
企
業
が
取
る
べ
き
一
番

良
い
行
動
は
、
相
手
の
行
動
に
よ
っ

て
変
わ
っ
て
き
ま
す
。
そ
こ
で
は
、

相
手
の
出
方
を
予
想
し
て
、
自
分
の

取
る
べ
き
行
動
を
選
ぶ
必
要
性
が
出

て
き
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
相
互
関
係
の
中
で
何

が
起
こ
る
か
を
分
析
す
る
の
が「
ゲ
ー

ム
理
論（
経
済
理
論
）」で
す
。
通
常
、

ゲ
ー
ム
の
状
況
で
は
、
相
手
と
自
分

の
駆
け
引
き
と
な
り
、
分
析
は
簡
単

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
こ
に
ゲ
ー
ム

理
論
を
学
ぶ
理
由
が
あ
り
ま
す
。

　
多
額
の
お
金
が
絡
む
企
業
間
競
争

で
は
、多
く
の
人
が
知
恵
を
絞
っ
て
、

利
潤
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

行
動
を
決
め
て
い
ま
す
。

　
以
下
で
は
、
経
済
分
析
に
使
わ
れ

て
い
る
ゲ
ー
ム
理
論
の
一
つ
の
方
法

を
紹
介
し
ま
す
。

１
　
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ
問
題
と
は

１
　
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ
問
題
と
は

　
取
引
場
面
で
は
、
次
の
よ
う
な
状

況
が
よ
く
起
き
ま
す
。

①
　
組
立
メ
ー
カ
ー
・
A
社
が
新
製

品
を
開
発
。
そ
の
製
品
に
は
特
殊

な
部
品
が
必
要
で
、
A
社
は
作
れ

ま
せ
ん
。

　
　
　
㆘

②
　
部
品
を
作
る
こ
と
が
で
き
る
企

業
は
た
く
さ
ん
あ
り
ま
す
が
、
製

作
に
は
特
殊
な
機
械
設
備
が
必
要

で
あ
る
た
め
、
部
品
メ
ー
カ
ー
・

S
社
に
発
注
し
よ
う
と
考
え
て

い
ま
す
。

　
　
　
㆘

③
　
S
社
は
、
受
注
す
る
と
な
る
と

９
０
０
０
万
円
の
設
備
投
資
が
必

要
で
す
。

　
　
　
㆘

④
　
A
社
は
１
１
０
円
／
個
、
１
０

０
万
個
の
発
注
を
S
社
に
提
示
。

S
社
は
１
０
０
０
万
円
の
利
益
が

見
込
め
ま
す
。

　
　
　
㆘

⑤
　
S
社
は
い
っ
た
ん
部
品
の
生
産

に
か
か
る
と
、
こ
の
部
品
は
他
の

企
業
に
は
売
れ
ま
せ
ん
。

　
　
　
㆘

⑥
　
そ
の
後
、
A
社
は
部
品
を
50
円

に
値
下
げ
要
求
。
こ
の
場
合
、
S

社
は
受
け
入
れ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
こ
の
価
格
で
は
投
下
し

た
費
用
は
十
分
に
回
収
で
き
ず
、

S
社
の
利
益
は
マ
イ
ナ
ス
に
な

り
ま
す
。

　
取
引
に
お
い
て
こ
の
種
の
問
題
は

よ
く
あ
り
、
ゲ
ー
ム
理
論
の
一
つ

「
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ
問
題
」
と
し
て
知

ら
れ
て
い
ま
す
。
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ

と
は
、「
手
を
上
げ
ろ
」
と
い
う
西

部
劇
で
拳
銃
を
突
き
付
け
て
言
う
セ

リ
フ
で
す
。「
他
社
に
代
替
的
な
も

の
と
し
て
販
売
が
で
き
な
い
と
き
、

い
っ
た
ん
取
引
契
約
を
結
ん
だ
ら
、

引
き
返
す
こ
と
が
難
し
く
、
相
手
に

好
き
な
よ
う
に
さ
れ
て
し
ま
う
」
と

い
う
こ
と
で
す
。

　
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ
問
題
を
図
で
示

し
ま
す
。【
左
頁
図
】
は
、
そ
の
見

た
目
か
ら「
ゲ
ー
ム
の
木
」と
い
わ
れ
、

時
間
を
通
し
て
ゲ
ー
ム
が
行
わ
れ
る

場
合
に
使
わ
れ
ま
す
。
図
は
左
か
ら

右
へ
進
行
し
ま
す
。

　
分
岐
点
は
、そ
れ
ぞ
れ
あ
る
プ
レ
ー

ヤ
ー
の
意
思
決
定
を
示
し
、
分
岐
し

て
い
る
枝
は
、
そ
こ
で
の
行
動
の
選

択
肢
を
表
し
ま
す
。

　
例
え
ば
、
最
初
の
分
岐
点
は
、
部

品
メ
ー
カ
ー
が
「
つ
く
る
＝
投
資
す

る
」
か
、「
つ
く
ら
な
い
＝
投
資
し

な
い
」か
の
二
択
で
す
。

　
二
度
目
か
ら
の
行
動
に
お
い
て
も
、

選
択
肢
は
そ
の
分
岐
点
に
お
け
る
戦

略
を
表
し
ま
す
。
矢
印
の
先
が
ゲ
ー

ム
の
終
着
点
で
、
そ
の
結
果
に
対
応

す
る
利
得
の
組
み
合
わ
せ
を
示
し
ま

す
。

　
な
お
、【
図
】
の
最
終
点
で
部
品

メ
ー
カ
ー
が
製
造
し
た
場
合
、
部
品

メ
ー
カ
ー
が
マ
イ
ナ
ス
５
０
０
０
万

円
、
組
立
メ
ー
カ
ー
が
プ
ラ
ス
２
０

０
０
万
円
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
プ

ラ
ス
２
０
０
０
万
円
の
数
字
は
仮
定

の
数
字
で
あ
る
と
お
考
え
下
さ
い
。

２
　
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ
問
題
の
解
決

２
　
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ
問
題
の
解
決

　
会
社
間
契
約
で
は
、
起
こ
り
得
る

全
て
の
状
況
を
記
述
で
き
な
い
、
と

い
っ
て
い
い
で
し
ょ
う
（
不
完
備
契

約
）。

　
こ
の
こ
と
か
ら
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ

問
題
の
解
決
で
は
、
契
約
の
内
容
を

ホールドアップ問題ホールドアップ問題
～自動車産業を例として～～自動車産業を例として～



3─10月号

あ
ら
か
じ
め
確
定
す
る
の
で
は
な
く
、

状
況
の
変
化
に
対
し
て
ど
の
よ
う
に

対
応
す
る
か
と
い
う
ル
ー
ル
を
決
め

て
お
く
方
法
が
あ
り
ま
す
。

　
例
え
ば
、

◎
　
需
要
の
変
化
に
よ
る
リ
ス
ク
を

誰
が
負
担
す
る
か
？

◎
　
投
資
し
た
固
定
費
の
負
担
が
あ

る
が
、
製
品
の
価
格
変
動
に
よ
る

リ
ス
ク
は
部
品
メ
ー
カ
ー
が
負
担

す
る
の
か
？
組
立
メ
ー
カ
ー
に
な

る
の
か
？

等
で
す
。

　
日
本
の
自
動
車
産
業
に
お
け
る
継

続
取
引
に
関
す
る
研
究
で
は
、
自
動

車
メ
ー
カ
ー
が
部
品
メ
ー
カ
ー
に
対

し
て
価
格
変
化
を
認
め
る
か
ど
う
か

に
つ
い
て
、

①
　
原
材
料
価
格
の
変
化
の
場
合
︙

転
嫁
が
認
め
ら
れ
る

②
　
人
件
費
が
高
騰
す
る
場
合
︙
転

嫁
が
認
め
ら
れ
な
い

③
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
が
上
昇
す
る

場
合
︙
転
嫁
が
認
め
ら
れ
な
い

　
つ
ま
り
、
自
動
車
メ
ー
カ
ー
は
、

部
品
メ
ー
カ
ー
が
価
格
転
嫁
の
費
用

原
因
を
証
明
で
き
る
か
否
か
を
判
断

基
準
に
す
る
（
人
件
費
は
内
部
要
因

の
問
題
で
分
か
ら
な
い
）
と
分
析
し

て
い
ま
す
。

３
　
日
本
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
と

３
　
日
本
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
と

米
国
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
比
較

米
国
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
比
較

　
米
国
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
は
、
原

材
料
の
調
達
、
部
品
、
完
成
品
ま
で

全
て
自
社
で
生
産
す
る
よ
う
に
し
て

い
ま
す
。
一
方
、日
本
は
、部
品
メ
ー

カ
ー
と
の
長
期
的
取
引（
企
業
グ
ル
ー

プ
）で
、
生
産
し
ま
す
。

　
日
本
と
米
国
を
大
雑
把
に
比
較
す

る
と
、
１
９
６
９
年
と
１
９
８
０
年

の
従
業
員
１
人
当
た
り
の
生
産
台
数

は
、
ト
ヨ
タ
が
39
・
７
台
↓
68
・
９

台
、
日
産
が
25
・
５
台
↓
50
・
５
台

へ
と
大
き
く
上
昇
。
こ
れ
に
対
し
て
、

大
型
車
を
中
心
と
す
る
米
国
の

G
M
は
、
９
・
０
台
↓
９
・
５
台
、

フ
ォ
ー
ド
が
11
・
１
台
↓
10
・
１
台

と
小
幅
な
変
化
で
す
。

　
ま
た
、
労
働
装
備
率
（
従
業
員
１

人
当
た
り
の
設
備
投
資
額
）
で
は
、

ト
ヨ
タ
が
１
９
６
９
年
の
９
３
７
万

円
か
ら
１
９
８
０
年
に
２
９
１
６
万

円
、
日
産
が
6
5
3
万
円
↓
２
０

４
４
万
円
と
ほ
ぼ
３
倍
以
上
。
こ
れ

に
対
し
て
、
G
M
５
７
６
万
円
↓

５
５
９
万
円
、
フ
ォ
ー
ド
８
８
９
万

円
↓
８
２
４
万
円
で
す
。

　
日
本
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
強
さ

が
歴
然
と
し
て
い
ま
す
。

Ｓ社とＡ社の損益

【図】ホールドアップ問題　ゲームの木
部品メーカーＳ社　－5,000 万円
組立メーカーＡ社　　2,000 万円

Ｓ社

Ｓ社

Ａ社

つくらない

投資する

値下げ要請

Ｓ社０円　Ａ社０円

Ｓ社 1,000 万円　Ａ社 200 万円

Ｓ社－9,000 万円　Ａ社０万円

生産する

生産しない

〈図の前提条件〉
・総費用＝9,000万円＋1,000万円＝10,000万円
・変動費　1,000万円
・平均費用　100円
・平均可変費用　10円

⑴　価格が110円だとするとS社の収入は
　　110円×100万個＝11,000万円
　　よって利益は1,000万円
⑵　価格が50円だとするとS社の収入は
　　50円×100万個＝5,000万円
　　よって利益は－5,000万円
⑶　A社は当初200万円の利益を見込んでの発注
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退
職
手
当
等
（
確
定
拠
出
年
金
の

老
齢
給
付
金
と
し
て
支
給
さ
れ
る
一

時
金
以
外
）
の
支
払
い
を
受
け
る
年

の
前
年
以
前
４
年
内
に
他
の
支
払
者

か
ら
支
払
い
を
受
け
た
退
職
手
当
等

が
あ
る
場
合
、
退
職
所
得
控
除
の
額

に
つ
い
て
調
整
計
算
を
行
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
本
年
分
の
退
職
手

当
等
の
勤
続
年
数
に
基
づ
い
て
算
出

し
た
退
職
所
得
控
除
額
か
ら
、
勤
続

期
間
が
重
複
し
て
い
る
期
間
の
年
数

に
基
づ
い
て
算
出
し
た
退
職
所
得
控

除
額
相
当
額
を
控
除
し
た
残
額
に
な

り
ま
す（
※
）。【
図
２
参
照
】

※
　
前
の
退
職
手
当
等
の
支
払
額
が
そ

の
退
職
手
当
等
の
勤
続
期
間
に
基

づ
い
て
計
算
し
た
退
職
所
得
控
除

額
に
満
た
な
い
場
合
は
、
前
の
勤

続
期
間
を
調
整
し
て
、
重
複
期
間

を
計
算
し
ま
す
。

改
正
の
内
容

　
確
定
拠
出
年
金
の
老
齢
給
付
金
と

し
て
支
給
さ
れ
る
一
時
金
と
そ
の
他

の
退
職
金
の
支
払
い
を
受
け
る
場
合

も
、
退
職
所
得
控
除
の
調
整
規
定
の

対
象
と
な
り
ま
す
が
、
そ
の
支
給
を

受
け
る
順
番
に
よ
っ
て
重
複
排
除
に

係
る
調
整
期
間
が
異
な
り
ま
す
。

　
①
「
先
に
退
職
金
の
支
給
を
受
け

る
場
合
」
は
、
そ
の
受
給
が
老
齢
一

時
金
の
受
給
年
以
前
19
年
内
の
場
合

に
調
整
規
定
の
対
象
と
な
り
ま
す

が
、
②
「
先
に
老
齢
一
時
金
を
受
給

す
る
場
合
」
は
、
受
給
年
以
前
４
年

内
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　
令
和
７
年
度
税
制
改
正
で
は
、
課

税
の
公
平
性
の
観
点
か
ら
、
前
記
②

の
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
見
直
し
が
行
わ

れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
退
職
金

の
支
払
い
を
受
け
る
年
の
前
年
以
前

９
年
内
に
老
齢
一
時
金
の
支
払
い
を

受
け
て
い
る
場
合
に
は
、
退
職
所
得

控
除
額
の
調
整
計
算
を
す
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。【
図
３
参
照
】

　
こ
の
改
正
は
、
令
和
８
年
１
月
１

日
以
後
に
老
齢
一
時
金
の
支
払
い
を

受
け
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
、
同
日

以
後
に
支
払
い
を
受
け
る
べ
き
退
職

手
当
等
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

【図 3】令和 7年度税制改正の内容

確定
拠出
年金

確定
拠出
年金

9 年内

一時金の給付 退職所得控除額の
調整計算が必要

4 年内

退職

退職

退職

Ａ社

Ａ社

Ｂ社

退
職
所
得
控
除
額
の

調
整
計
算
が
必
要

19 年内

一時金の給付

※参考　老齢一時金の受取り前に退職金を受け取った場合

①　Bの勤続年数：
　　　　　16 年（1年未満の端数切上げ）
②　①の年数に基づく退職所得控除額相当額：
　　　　　　　40 万円×16 年＝640 万円
③　重複期間の年数：
　　　　　　10 年（1年未満の端数切捨て）

④　③の年数に基づく退職所得控除額相当額：
　　　　　　　40 万円×10 年＝400 万円
⑤　Bの退職所得控除額：②－④＝240 万円

【図２】前年以前４年内に退職金を受けた場合の退職所得控除額

（Aの退職所得控除額：940 万円）
21 年 10 か月

15 年 6か月

重複期間
10 年 4か月

Ａ社

Ｂ社

就職

就職

退職

退職
※　Aの退職手当等の金額が940万円に満たない場合は、A
の勤続期間を調整したうえで、右の計算式の重複期間を
計算します。

　
確
定
拠
出
年
金
の
老
齢
給
付
金
を

一
時
金
で
受
け
取
っ
た
場
合
、
退
職

所
得
と
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
。
そ
の

後
、
一
定
の
期
間
内
に
他
の
退
職
金

を
受
け
取
っ
た
場
合
、
退
職
所
得
控

除
額
の
調
整
を
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
が
、
令
和
７
年
度
税
制
改
正
で
、

対
象
と
な
る
期
間
が
変
わ
り
ま
し
た
。

　
今
回
は
、
退
職
所
得
控
除
の
仕
組

み
や
、
改
正
さ
れ
た
調
整
規
定
に
つ

い
て
見
て
い
き
ま
す（
※
）。

※
　
本
稿
は
一
般
退
職
手
当
等
の
場
合

を
前
提
と
し
た
内
容
に
な
っ
て
い
ま

す
。
勤
続
年
数
等
に
よ
っ
て
は
計
算

方
法
が
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

退
職
所
得
と
は

　
退
職
所
得
と
は
、
退
職
に
よ
り
勤

務
先
か
ら
受
け
る
退
職
手
当
な
ど
の

所
得
を
い
い
ま
す
。
退
職
所
得
に
は
、

社
会
保
険
制
度
な
ど
に
よ
り
退
職
に

基
因
し
て
支
給
さ
れ
る
一
時
金
や
、

確
定
拠
出
年
金
法
に
規
定
す
る
企
業

型
年
金
規
約
や
個
人
型
年
金
規
約
に

基
づ
い
て
老
齢
給
付
金
と
し
て
支
給

さ
れ
る
一
時
金
な
ど
も
含
ま
れ
ま
す
。

　
退
職
所
得
の
金
額
は
、
原
則
と
し

て
収
入
金
額
か
ら
退
職
所
得
控
除
額

を
差
し
引
い
た
金
額
に
２
分
の
１
を

乗
じ
て
計
算
し
ま
す
。
税
額
は
、
原

則
と
し
て
他
の
所
得
と
分
離
し
て
所

得
税
額
を
計
算
し
ま
す
。【
図
１
参
照
】

　
退
職
手
当
等
を
支
払
う
と
き
は
、

退
職
者
か
ら
提
出
さ
れ
た
「
退
職
所

得
の
受
給
に
関
す
る
申
告
書
」
に
記

載
さ
れ
て
い
る
勤
続
年
数
を
基
に
源

泉
徴
収
税
額
を
計
算
し
て
、
所
得
税

な
ど
を
源
泉
徴
収
し
ま
す
。
申
告
書

の
提
出
が
な
い
場
合
は
、
支
給
額
に

20
・
42
％
の
税
率
を
乗
じ
て
計
算
し

た
税
額
を
源
泉
徴
収
し
ま
す
。

確
定
拠
出
年
金
と
は

　
確
定
拠
出
年
金
は
、
拠
出
さ
れ
た

掛
金
と
そ
の
運
用
益
と
の
合
計
額
を

基
に
、
将
来
の
給
付
額
が
決
定
す
る

年
金
制
度
で
す
。
掛
金
を
事
業
主
が

拠
出
す
る
企
業
型
確
定
拠
出
年
金

（
企
業
型
D
C
）
と
、
加
入
者
自
身

が
拠
出
す
る
個
人
型
確
定
拠
出
年
金

（
i
D
e
C
o
）が
あ
り
ま
す
。

　
原
則
は
、
60
歳
に
達
し
た
場
合
に

老
齢
給
付
金
と
し
て
給
付
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
が
、
一
定
の
障
害

状
態
に
な
っ
た
場
合
な
ど
に
も
、
給

付
を
受
け
ら
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
税
額
の
計
算
に
あ
た
り
、
確
定
拠

出
年
金
を
年
金
と
し
て
受
給
し
た
場

合
は
公
的
年
金
等
控
除
、
一
時
金
と

し
て
受
給
し
た
場
合
は
退
職
所
得
控

除
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

２
か
所
以
上
か
ら
の
退
職
金

　
退
職
金
は
、
長
年
の
勤
労
に
対
す

る
報
償
的
給
与
と
し
て
一
時
に
支
払

わ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
退
職
後
の
生

活
の
原
資
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
な
ど

か
ら
、
退
職
所
得
控
除
を
設
け
る
こ

と
や
、
他
の
所
得
と
分
離
し
て
課
税

さ
れ
る
こ
と
で
、
税
負
担
が
軽
く
な

る
よ
う
に
配
慮
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
た
だ
し
、
同
じ
よ
う
な
時
期
に
２

か
所
以
上
か
ら
退
職
金
等
の
支
払
い

を
受
け
る
場
合
に
は
、
退
職
所
得
控

除
の
調
整
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

令和７年度税制改正令和７年度税制改正
退職所得控除退職所得控除
の調整規定　の調整規定　

【図1】退職所得の金額の計算
退職金（源泉徴収される前の収入金額）

退職所得控除後の金額 退職所得控除
⬇×1／2

退職所得の金額
泫５ 　特定役員退職手当等について

は1／2の適用はありません

勤続年数 退職所得控除額
20 年以下 40 万円×勤続年数　　最低 80 万円
20 年超　 800 万円＋ 70 万円×（勤続年数－ 20 年）
泫１ 　勤続年数に年未満の端数がある場合は、1年に切り上げます
泫２ 　障害者になったことが直接の原因で退職した場合は、100万円を加算します
泫３ 　前年以前に退職金を受け取ったことがあるときなど、控除額の計算が

異なる場合があります
泫４ 　確定拠出年金の一時金の場合の勤続年数は、確定拠出年金の拠出期間です
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退
職
手
当
等
（
確
定
拠
出
年
金
の

老
齢
給
付
金
と
し
て
支
給
さ
れ
る
一

時
金
以
外
）
の
支
払
い
を
受
け
る
年

の
前
年
以
前
４
年
内
に
他
の
支
払
者

か
ら
支
払
い
を
受
け
た
退
職
手
当
等

が
あ
る
場
合
、
退
職
所
得
控
除
の
額

に
つ
い
て
調
整
計
算
を
行
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
本
年
分
の
退
職
手

当
等
の
勤
続
年
数
に
基
づ
い
て
算
出

し
た
退
職
所
得
控
除
額
か
ら
、
勤
続

期
間
が
重
複
し
て
い
る
期
間
の
年
数

に
基
づ
い
て
算
出
し
た
退
職
所
得
控

除
額
相
当
額
を
控
除
し
た
残
額
に
な

り
ま
す（
※
）。【
図
２
参
照
】

※
　
前
の
退
職
手
当
等
の
支
払
額
が
そ

の
退
職
手
当
等
の
勤
続
期
間
に
基

づ
い
て
計
算
し
た
退
職
所
得
控
除

額
に
満
た
な
い
場
合
は
、
前
の
勤

続
期
間
を
調
整
し
て
、
重
複
期
間

を
計
算
し
ま
す
。

改
正
の
内
容

　
確
定
拠
出
年
金
の
老
齢
給
付
金
と

し
て
支
給
さ
れ
る
一
時
金
と
そ
の
他

の
退
職
金
の
支
払
い
を
受
け
る
場
合

も
、
退
職
所
得
控
除
の
調
整
規
定
の

対
象
と
な
り
ま
す
が
、
そ
の
支
給
を

受
け
る
順
番
に
よ
っ
て
重
複
排
除
に

係
る
調
整
期
間
が
異
な
り
ま
す
。

　
①
「
先
に
退
職
金
の
支
給
を
受
け

る
場
合
」
は
、
そ
の
受
給
が
老
齢
一

時
金
の
受
給
年
以
前
19
年
内
の
場
合

に
調
整
規
定
の
対
象
と
な
り
ま
す

が
、
②
「
先
に
老
齢
一
時
金
を
受
給

す
る
場
合
」
は
、
受
給
年
以
前
４
年

内
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　
令
和
７
年
度
税
制
改
正
で
は
、
課

税
の
公
平
性
の
観
点
か
ら
、
前
記
②

の
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
見
直
し
が
行
わ

れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
退
職
金

の
支
払
い
を
受
け
る
年
の
前
年
以
前

９
年
内
に
老
齢
一
時
金
の
支
払
い
を

受
け
て
い
る
場
合
に
は
、
退
職
所
得

控
除
額
の
調
整
計
算
を
す
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。【
図
３
参
照
】

　
こ
の
改
正
は
、
令
和
８
年
１
月
１

日
以
後
に
老
齢
一
時
金
の
支
払
い
を

受
け
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
、
同
日

以
後
に
支
払
い
を
受
け
る
べ
き
退
職

手
当
等
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

【図 3】令和 7年度税制改正の内容

確定
拠出
年金

確定
拠出
年金

9 年内

一時金の給付 退職所得控除額の
調整計算が必要

4 年内

退職

退職

退職

Ａ社

Ａ社

Ｂ社

退
職
所
得
控
除
額
の

調
整
計
算
が
必
要

19 年内

一時金の給付

※参考　老齢一時金の受取り前に退職金を受け取った場合

①　Bの勤続年数：
　　　　　16 年（1年未満の端数切上げ）
②　①の年数に基づく退職所得控除額相当額：
　　　　　　　40 万円×16 年＝640 万円
③　重複期間の年数：
　　　　　　10 年（1年未満の端数切捨て）
④　③の年数に基づく退職所得控除額相当額：
　　　　　　　40 万円×10 年＝400 万円
⑤　Bの退職所得控除額：②－④＝240 万円

【図２】前年以前４年内に退職金を受けた場合の退職所得控除額

（Aの退職所得控除額：940 万円）
21 年 10 か月

15 年 6か月

重複期間
10 年 4か月

Ａ社

Ｂ社

就職

就職

退職

退職
※　Aの退職手当等の金額が940万円に満たない場合は、A
の勤続期間を調整したうえで、右の計算式の重複期間を
計算します。
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あ
ら
か
じ
め
確
定
す
る
の
で
は
な
く
、

状
況
の
変
化
に
対
し
て
ど
の
よ
う
に

対
応
す
る
か
と
い
う
ル
ー
ル
を
決
め

て
お
く
方
法
が
あ
り
ま
す
。

　
例
え
ば
、

◎
　
需
要
の
変
化
に
よ
る
リ
ス
ク
を

誰
が
負
担
す
る
か
？

◎
　
投
資
し
た
固
定
費
の
負
担
が
あ

る
が
、
製
品
の
価
格
変
動
に
よ
る

リ
ス
ク
は
部
品
メ
ー
カ
ー
が
負
担

す
る
の
か
？
組
立
メ
ー
カ
ー
に
な

る
の
か
？

等
で
す
。

　
日
本
の
自
動
車
産
業
に
お
け
る
継

続
取
引
に
関
す
る
研
究
で
は
、
自
動

車
メ
ー
カ
ー
が
部
品
メ
ー
カ
ー
に
対

し
て
価
格
変
化
を
認
め
る
か
ど
う
か

に
つ
い
て
、

①
　
原
材
料
価
格
の
変
化
の
場
合
︙

転
嫁
が
認
め
ら
れ
る

②
　
人
件
費
が
高
騰
す
る
場
合
︙
転

嫁
が
認
め
ら
れ
な
い

③
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
が
上
昇
す
る

場
合
︙
転
嫁
が
認
め
ら
れ
な
い

　
つ
ま
り
、
自
動
車
メ
ー
カ
ー
は
、

部
品
メ
ー
カ
ー
が
価
格
転
嫁
の
費
用

原
因
を
証
明
で
き
る
か
否
か
を
判
断

基
準
に
す
る
（
人
件
費
は
内
部
要
因

の
問
題
で
分
か
ら
な
い
）
と
分
析
し

て
い
ま
す
。

３
　
日
本
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
と

３
　
日
本
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
と

米
国
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
比
較

米
国
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
比
較

　
米
国
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
は
、
原

材
料
の
調
達
、
部
品
、
完
成
品
ま
で

全
て
自
社
で
生
産
す
る
よ
う
に
し
て

い
ま
す
。
一
方
、日
本
は
、部
品
メ
ー

カ
ー
と
の
長
期
的
取
引（
企
業
グ
ル
ー

プ
）で
、
生
産
し
ま
す
。

　
日
本
と
米
国
を
大
雑
把
に
比
較
す

る
と
、
１
９
６
９
年
と
１
９
８
０
年

の
従
業
員
１
人
当
た
り
の
生
産
台
数

は
、
ト
ヨ
タ
が
39
・
７
台
↓
68
・
９

台
、
日
産
が
25
・
５
台
↓
50
・
５
台

へ
と
大
き
く
上
昇
。
こ
れ
に
対
し
て
、

大
型
車
を
中
心
と
す
る
米
国
の

G
M
は
、
９
・
０
台
↓
９
・
５
台
、

フ
ォ
ー
ド
が
11
・
１
台
↓
10
・
１
台

と
小
幅
な
変
化
で
す
。

　
ま
た
、
労
働
装
備
率
（
従
業
員
１

人
当
た
り
の
設
備
投
資
額
）
で
は
、

ト
ヨ
タ
が
１
９
６
９
年
の
９
３
７
万

円
か
ら
１
９
８
０
年
に
２
９
１
６
万

円
、
日
産
が
6
5
3
万
円
↓
２
０

４
４
万
円
と
ほ
ぼ
３
倍
以
上
。
こ
れ

に
対
し
て
、
G
M
５
７
６
万
円
↓

５
５
９
万
円
、
フ
ォ
ー
ド
８
８
９
万

円
↓
８
２
４
万
円
で
す
。

　
日
本
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
強
さ

が
歴
然
と
し
て
い
ま
す
。

Ｓ社とＡ社の損益

【図】ホールドアップ問題　ゲームの木
部品メーカーＳ社　－5,000 万円
組立メーカーＡ社　　2,000 万円

Ｓ社

Ｓ社

Ａ社

つくらない

投資する

値下げ要請

Ｓ社０円　Ａ社０円

Ｓ社 1,000 万円　Ａ社 200 万円

Ｓ社－9,000 万円　Ａ社０万円

生産する

生産しない

〈図の前提条件〉
・総費用＝9,000万円＋1,000万円＝10,000万円
・変動費　1,000万円
・平均費用　100円
・平均可変費用　10円

⑴　価格が110円だとするとS社の収入は
　　110円×100万個＝11,000万円
　　よって利益は1,000万円
⑵　価格が50円だとするとS社の収入は
　　50円×100万個＝5,000万円
　　よって利益は－5,000万円
⑶　A社は当初200万円の利益を見込んでの発注

一

　労
働
時
間
・
年
休
の
動
向

⑴

　労
働
時
間
の
動
向

　
労
働
時
間
の
動
向
を
み
る
と
、
令

和
２
年
に
感
染
症
の
影
響
な
ど
に
よ

り
大
幅
に
減
少
し
た
後
、
令
和
３
年

以
降
に
は
増
加
が
み
ら
れ
た
も
の
の
、

令
和
４
年
・
５
年
は
横
ば
い
で
推
移

し
て
お
り
、
ま
た
、
平
成
31
年
よ
り

低
い
水
準
で
の
推
移
が
続
い
て
い
ま

す
（
厚
生
労
働
省
「
令
和
６
年
版
　

労
働
経
済
の
分
析
」よ
り
）。

⑵

　年
次
有
給
休
暇
の
動
向

　
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
率
は
、
平

成
27
年
以
降
上
昇
が
続
い
て
お
り
、

令
和
４
年
に
は
、
昭
和
59
年
の
調
査

開
始
以
降
初
め
て
６
割
を
超
え
ま
し

た
。
そ
の
後
も
上
昇
を
続
け
、
令
和

５
年
に
は
65
・
３
％
と
な
り
ま
し
た
。

　
企
業
規
模
別
に
み
る
と
、
規
模
が

大
き
い
企
業
ほ
ど
取
得
率
が
一
貫
し

て
高
い
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、
令
和

５
年
に
お
け
る
千
人
以
上
規
模
の
企

業
で
は
67
・
０
％
、
30
~
99
人
規
模

企
業
で
も
63
・
７
％
と
な
り
、
近
年

は
中
小
企
業
に
お
い
て
も
取
得
率
が

上
昇
し
て
い
ま
す（
厚
生
労
働
省「
令

和
６
年
版
　
労
働
経
済
の
分
析
」、

「
令
和
６
年
就
労
条
件
総
合
調
査
」

よ
り
）。

二

　働
き
方
改
革
の
取
り
組
み

⑴

　改
革
を
進
め
る
際
の
ポ
イ
ン
ト

　
働
き
方
改
革
を
成
功
さ
せ
る
た
め

に
は
、
経
営
層
の
強
い
意
思
と
リ
ー

ダ
ー
シ
ッ
プ
が
不
可
欠
で
す
。
改
革

は
全
社
的
な
取
り
組
み
で
あ
り
、
経

営
層
の
明
確
な
メ
ッ
セ
ー
ジ
と
行
動

を
も
っ
て
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
重

要
で
す
。

　
ま
た
、「
働
き
方
改
革
の
必
要
性
」

や
「
実
現
し
た
い
働
き
方
」、「
会
社

が
目
指
す
も
の
」
と
い
っ
た
ビ
ジ
ョ

ン
と
具
体
的
な
目
標
を
明
確
に
し
、

そ
れ
を
全
従
業
員
と
共
有
す
る
こ
と

に
よ
り
、改
革
の
目
的
が
理
解
さ
れ
、

当
事
者
意
識
を
持
っ
て
取
り
組
む
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
で
し
ょ
う
。

⑵

　取
り
組
み
例

　
厚
生
労
働
省
な
ど
に
お
い
て
、
各

種
好
事
例
が
公
開
さ
れ
て
い
ま
す
の

で
、
外
部
情
報
も
ご
活
用
く
だ
さ
い

（
例
:
働
き
方
改
革
特
設
サ
イ
ト
）。

　
こ
こ
で
は
、
取
り
組
み
の
一
例
を

掲
げ
ま
す
。

①
　
現
状
把
握

　
　
ま
ず
は
自
社
の
実
態
を
把
握
す

る
こ
と
か
ら
始
め
ま
し
ょ
う
。

　
　
労
働
時
間
、
残
業
時
間
、
休
日

出
勤
の
状
況
、
業
務
の
実
態
、
生

産
性
、
従
業
員
の
意
識
調
査
な
ど

を
通
じ
て
課
題
の
洗
い
出
し
を
行

い
ま
す
。

②
　
課
題
設
定

　
　
現
状
把
握
を
も
と
に
課
題
を
設

定
し
ま
す
。

・
　
長
時
間
労
働
の
原
因
（
業
務

量
、
ム
ダ
な
作
業
、
非
効
率
な

会
議
な
ど
）

・
　
非
効
率
業
務
（
手
作
業
に
よ

る
集
計
、
二
重
入
力
な
ど
）

・
　
働
き
方
の
柔
軟
性
を
阻
む
要

因（
制
度
、
風
土
な
ど
）

③
　
改
善
施
策
の
検
討
・
設
計

　
　
次
の
よ
う
に
具
体
的
な
施
策
を

検
討
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

・
　
I
T
ツ
ー
ル
の
活
用
、
業
務

フ
ロ
ー
の
見
直
し

・
　
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
、
電
子
申

請
の
導
入

・
　
会
議
削
減
、
簡
略
化

・
　
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
、
テ
レ

ワ
ー
ク
制
度
の
整
備

・
　
残
業
事
前
申
請
、
事
後
承
認

　
な
ど

④
　
実
行
・
運
用
開
始

　
　
改
善
施
策
を
講
じ
る
際
は
、
最

初
か
ら
全
社
に
導
入
す
る
の
で
は

な
く
、
小
さ
な
部
門
で
試
行
し
、

成
功
体
験
を
積
む
と
と
も
に
課
題

　
平
成
31
年
以
降
、
働
き
方
改
革
関

連
法
が
順
次
施
行
さ
れ
、
時
間
外
労

働
の
上
限
規
制
や
年
次
有
給
休
暇
の

確
実
な
取
得
等
を
目
的
と
し
た
制
度

改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
今
回
は
、「
労
働
時
間
・
年
休
の

動
向
」、「
働
き
方
改
革
の
取
り
組
み

促
進
」そ
し
て「
助
成
金（
働
き
方
改

革
推
進
支
援
助
成
金
）
の
活
用
」
に

つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

働き方改革の取組促進と助成金働き方改革の取組促進と助成金
（働き方改革推進支援助成金）（働き方改革推進支援助成金）

の活用の活用
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に
つ
い
て
は
改
良
を
重
ね
な
が
ら

軌
道
修
正
を
し
て
い
く
の
も
、
進

め
方
の
一
つ
で
す
。

　
　
あ
ら
か
じ
め
定
量
目
標
（
残
業

削
減
、
満
足
度
向
上
な
ど
）
を
設

定
し
、
進
捗
管
理
を
行
う
と
、
次

の
⑤
で
触
れ
る
効
果
検
証
・
見
直

し
を
進
め
や
す
く
な
り
ま
す
。

⑤
　
効
果
検
証
・
見
直
し

　
　
施
策
実
行
後
は
月
次
で
効
果
を

検
証
し
、
残
業
時
間
・
生
産
性
・

満
足
度
な
ど
の
指
標
を
用
い
て
評

価
し
ま
す
。
好
事
例
は
社
内
で
共

有
し
、
さ
ら
に
改
善
が
必
要
な
部

分
は
追
加
施
策
を
検
討
し
、
継
続

的
に
改
善
を
図
り
ま
す
。

三

　助
成
金
の
活
用

　
厚
生
労
働
省
や
各
都
道
府
県
に
お

い
て
、
働
き
方
改
革
と
関
連
し
た
助

成
金
・
奨
励
金
等
が
設
け
ら
れ
て
い

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
例
え
ば
、
厚
生
労
働
省
に
お
い
て

は
「
働
き
方
改
革
推
進
支
援
助
成

金
」
と
し
て
い
く
つ
か
の
コ
ー
ス
が

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。「
労
働
時
間

短
縮
・
年
休
促
進
支
援
コ
ー
ス
」
は
、

生
産
性
を
向
上
さ
せ
、
時
間
外
労
働

の
削
減
、
年
次
有
給
休
暇
や
特
別
休

暇
の
促
進
に
向
け
た
環
境
整
備
に
取

り
組
む
中
小
企
業
事
業

主
を
支
援
す
る
も
の
で

す
。
要
件
や
支
給
額
は

【
下
表
】を
ご
参
照
く
だ

さ
い
。

◆
　
　
◆
　
　
◆

　
今
回
は
、
助
成
金
活

用
の
一
例
と
し
て
「
働

き
方
改
革
推
進
支
援
助

成
金
（
労
働
時
間
短

縮
・
年
休
促
進
支
援

コ
ー
ス
）」
を
取
り
上
げ

ま
し
た
が
、
働
き
方
改

革
と
関
連
し
た
助
成
金

に
は
他
の
コ
ー
ス
も
設

け
ら
れ
て
い
ま
す
。「
働

き
方
改
革
　
助
成
金
」、

「
雇
用
関
係
助
成
金
検

索
ツ
ー
ル
」な
ど
の
キ
ー

ワ
ー
ド
で
検
索
し
、
自

社
の
施
策
に
あ
っ
た
も

の
を
見
つ
け
て
い
く
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

※

　助
成
金
制
度
の
新

設
・
変
更
・
廃
止
は

随
時
行
わ
れ
る
こ
と

が
あ
る
た
め
、
活
用

の
際
は
事
前
に
受
付

期
間
・
要
件
な
ど
を

ご
確
認
く
だ
さ
い
。

【表】労働時間短縮・年休促進支援コースの要件や支給額等
項　目 要件・支給額等

①対象事業主
◎　労働者災害補償保険の適用を受ける中小企業事業主であること。
◎�　年5日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を整備していること。
◎�　交付申請時点で、一定の「成果目標」（下表③参照）の設定に向けた条件を満たし
ていること。

②�助成対象と
なる取組�
（いずれか�
1つ以上を
実施）

◎　労務管理担当者に対する研修
◎　労働者に対する研修、周知・啓発
◎　外部専門家によるコンサルティング
◎　就業規則・労使協定等の作成・変更
◎　人材確保に向けた取組
◎　労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計の導入・更新
◎　労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新

③成果目標

　以下の「成果目標」から1つ以上を選択の上、達成を目指して取組を実施する必要
があります。
◎　月60時間を超える36協定の時間外・休日労働時間数の縮減等
◎　年次有給休暇の計画的付与制度の新規導入
◎�　時間単位の年次有給休暇制度と、助成金の交付要綱で規定する特別休暇を1つ以
上新規導入

④�助成上限額
と助成額

　「③成果目標」の達成状況に応じて「②助成対象となる取組」の実施に要した経費の
一部を助成します。助成額は、成果目標に応じ25万円から150万円を上限とする助
成金のほか、「賃金の引上げ」に応じた加算額も設けられています（引上げ人数や引上
げ率により金額は異なります）。

⑤注意点
　令和7年度は、11月28日が交付申請の締切とされ、交付決定後、提出した計画に
沿って取組を実施します（事業実施は、令和8年1月30日まで）。
※�　助成金は、国の予算額に制約され、公開されている締切日前に締切とされる場合
があることにもご注意ください。

⑥�不正受給に
関して

　近年は不正受給対応の厳格化が行われています。支給申請書に虚偽の記載をしたり、
偽りの証明を行うことは、不正受給に該当し、不正受給の場合は受給額等の返還や、
不正受給日から5年間、雇用関係助成金（不正受給を行った以外の助成金を含む）は不
支給とされます。
　助成金活用の際は、自社の取組と合っているものなのかを十分に検討しながら活用
していくとよいでしょう。
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　日本人の現金志向は、社会構造や経済状
況、人々の心理に深く根ざした現象です。
キャッシュレス化について、次のような点
があげられます。
１　現金好きの理由
⑴　長年の慣れ
　　歴史的に現金決済が中心で、日常に深
く浸透している。幼い頃から現金のやり
取りに触れ、便利さを実感してきた世代
は、キャッシュレス決済に抵抗感がある。

⑵　安心感
　　銀行口座やクレジットカードの残高を
気にしなくても、必要な金額が常に手元
にある安心感は、不安定な経済の中で大
きな意味を持つ。

　　また、現金を使用することで、消費の
抑制や計画的な支出を意識しやすくなる。

⑶　キャッシュレス化のコスト、不信感
　　キャッシュレス決済は様々な手数料、

システムトラブルによる決済失敗のリス
クも発生。個人情報の観点からも、現金
は信用性を保ちやすい手段である。
２　日本のキャッシュレス決済普及の課題
とメリット
⑴　キャッシュレス決済が進まない理由
◎　乱立状態（キャッシュレス決済サービ
スが多い）
◎　店舗側にとって異なる決済手段の契
約や会計処理は煩雑

⑵　キャッシュレス普及のメリット
◎　現金決済のインフラコスト削減（例
えば、千円札は平均2年の寿命で、こ
れらによるコストは年間2.8兆円と推
計）
◎　店舗の業務効率化（人手不足対応を
含む）
◎　消費者の利便性が大きく向上
　　キャッシュレス化で得られた利用履
歴に基づいて、商品・サービス改善に
生かし、消費者一人ひとりに適したサー
ビスが提供される。

現金とキャッシュレス

　一般的に「経営力」とは、会社を成長させ、
存続させていくために経営者が持つさまざ
まな能力であると言われています。
　昨年亡くなられた自動車メーカー・スズ
キ㈱の鈴木相談役は、ある対談の中で、経
営者に必要な能力は決断力とか行動力など
というものもあるが、「倒産するかも知れ
ない」という「感覚」を持っていることが「経
営力」ではないかと発言しています。
　経営そのものは「生き抜く」ことである
から、「倒産するかも知れない」という危
機感をいかに価値へと向上させ、会社全体
や社員をそこへ向かわせていくことが必要
ではないか、また、危機に直面した時に必
要なのがトップダウンである。
　その上で、トップダウンはトップが号令
するのではなく、トップが現場に降りて行
き、そこで具体的にものを見て、より良い
方法があることを現場の人たちと作り上げ
ていくことだ、と言っています。

経営力とは
　「短
期
で
絶
対
儲
か
る
」、「
他
に

は
な
い
特
別
な
金
利
を
あ
な
た
だ
け

に
」
な
ど
の
セ
ー
ル
ス
ト
ー
ク
や
複

雑
す
ぎ
る
投
資
話
の
勧
誘
に
は
、
注

意
が
必
要
で
す
。

　こ
れ
ら
の
話
の
中
身
は
、
金
融
商

品
の
原
則
を
逸
脱
し
た
も
の
で
す
。

金
融
商
品
の
原
則
は
、
リ
ス
ク
を
取

ら
な
い
場
合
は
得
ら
れ
る
リ
タ
ー
ン

も
低
く
な
る
（
預
貯
金
、
個
人
向
け

国
債
等
）
一
方
、
高
い
リ
タ
ー
ン
を

得
た
い
場
合
は
高
い
リ
ス
ク
を
受
け

入
れ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（
株
式
・

投
資
信
託
等
、F
X
、先
物
取
引
等
）。

　金
融
商
品
の
取
引
で
の
鉄
則
は

◎

　ロ
ー
リ
ス
ク
・
ハ
イ
リ
タ
ー
ン

は
あ
り
得
な
い

◎

　向
こ
う
か
ら
近
寄
っ
て
く
る「
今

だ
け
」「
あ
な
た
だ
け
」に
は
注
意

◎

　万
が
一
ト
ラ
ブ
ル
に
遭
っ
た
ら
、

一
人
で
悩
ま
ず
、
早
め
に
適
切
な

相
手
に
相
談
す
る
こ
と
で
道
が
開

け
る

の
3
つ
で
す
。

怪
し
い
勧
誘

発行


